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第 1章 序論 
 
1.1 研究背景と目的 
 
 近年，新潟県中越地震，東北地方太平洋沖地震，熊本地震などの大規模地震によって，
地震による斜面崩壊の報告が増加している．近い将来大規模な地震が予想される，南海
トラフの地震や首都直下地震などによって生じる斜面崩壊は，広域かつ被害が甚大であ
ると考えられる．そのため，地震による斜面崩壊の危険度評価を行うことは極めて重要
である． 
 既往の地震時斜面崩壊危険度評価手法によると，斜面の急傾斜地における危険度と気
象庁震度階級を関連付けて，地震時における斜面崩壊の相対的な危険度を地図上に示す
手法が，多くの自治体で採用されている．しかし，地震時における斜面崩壊の相対的な
ランク表は，気象庁震度階級の評価範囲が広く設定されているため，高精度で斜面崩壊
の危険度を評価できるかどうかは疑問が残る． 
 そこで，本研究では斜面崩壊地の文献調査を行うとともに，実被害が発生した斜面崩
壊地点の計測震度を推定し，斜面崩壊が発生する計測震度と斜面危険度の関係を見直し
て，既往の地震時斜面崩壊危険度評価手法の精度向上を試みた． 
 
1.2 本論文の構成と内容 
 本論文は全 5 章で構成されている．各章とその概略については以下の通りである． 
 第 1 章では，序論として本研究の背景と目的について述べている． 
 第 2 章では，本研究で取り扱う斜面崩壊の概要と既往の地震時斜面崩壊危険度評価手
法について述べている．まず，斜面崩壊と類似する用語が複数存在するため，本研究で
取り扱う斜面崩壊を定義づけて分類した．既往の地震時斜面崩壊危険度評価手法には，
急傾斜地崩壊危険箇所で高さや勾配等の斜面の諸元をまとめた診断表から，地震時の相
対的な危険度を算定する方法が多くの自治体で採用されている．また，表土の厚さや湧
水の有無など「現地調査が必要なデータ」がない場所は，DEM（数値標高モデル）や土
地分類メッシュを利用して，地形量演算して斜面を評価する手法が行われている．本研
究では，文献調査を行った斜面崩壊地で，詳細な斜面の情報がない地点も多く存在した
ため，DEM や表層地質図を利用して地形量演算を行う手法で斜面の特性を調べた． 
第 3 章では，地震時斜面崩壊の斜面危険度表を見直すための研究方法および結果につい
て述べている．まず，文献調査と google earth から，地震による斜面崩壊の位置を特定
した．次に，国立研究開発法人防災科学技術研究所が整備している強震観測網(K-NET，
KiK-net)と，地震ハザードステーション（J-SHIS）の公表値を利用して，斜面崩壊場所
と近傍観測点の地盤増幅率を求めた．そして，地盤増幅率の比を利用して斜面崩壊場所
の推定計測震度を算出した．斜面崩壊地の計測震度を推定するために，近年発生した新
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潟県中越地震，新潟県中越沖地震，岩手・宮城内陸地震，東北地方太平洋沖地震，熊本
地震，を対象に斜面崩壊地計 50 地点を研究対象とした．また，調査した斜面崩壊地の
斜面高，斜面勾配，斜面の地盤を求めるために，国土地理院が管理している基盤地図情
報の 10mDEM と国土交通省の国土調査による 20 万分の 1 表層地質図を使用して，斜面
の特性を調べた．そして，斜面崩壊が発生する計測震度の相関を検討した． 
第 4 章では，極小微動アレイを用いたきめ細かい地盤調査の概要と結果について述べて
いる．斜面崩壊場所ピンポイントの推定計測震度を正確に求めるには，J-SHIS が管理し
ている 250ｍメッシュよりも，きめ細かいメッシュの地盤増幅率を使用する必要がある．
そこで，本研究では地震被害があった熊本県益城町の斜面を対象に極小微動アレイを用
いて，斜面での適用性を検討した． 
第 5 章では，本研究で得られた成果および今後の課題についてまとめている． 
 本研究のフローチャートを図 1.1 に示す． 
 
図 1.1 本研究のフローチャート 
 
 
 
 
 
 
 
基準要素点の算出
斜面崩壊地の特定
斜面崩壊地と近傍観測点の
地盤増幅率算出
斜面崩壊地の計測震度推定
DEM（数値標高データ）
土地分類メッシュ（表層地質）
斜面勾配，斜面高の算出
斜面地盤の推定
基準要素点と斜面崩壊が発生する計測震度の関係見直し
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第 2章 既往の地震発生時斜面崩壊危険度評価 
 
2.1 斜面崩壊の概要 
 
 斜面表層の土砂や岩石が地中のある連続面を境として一体となって滑り落ちる現象
が，斜面崩壊と呼ばれている．ある連続面に働く摩擦力と粘着力とが滑りに抵抗する力
で，これが滑りを起こす力よりも小さくなると斜面崩壊が発生する．斜面崩壊が発生す
る要因には，地震力や地震発生域の地質，地形，地下水などがあり，土砂や岩石の移動
形態として，「滑る」（地すべりなど），「落ちる」（落石など），「流れる」（土石流など）
がある．本研究では，「地震時斜面崩壊」の危険度評価手法の見直しを行うため，「表層
崩壊」，「深層崩壊」，「岩盤崩壊」，「地すべり」，「土石流」を対象に，用語の定義確認を
行い斜面崩壊の分類に含まれるかを検討した． 
国立研究開発法防災科学技術研究所によると，土砂や岩石の崩壊形態が異なるものを，
一般の斜面崩壊と区別されている．したがって，土砂や岩石の崩壊形態が類似している
もの，斜面崩壊を「崩壊の深さ」で分類しているものを斜面崩壊として分類した．斜面
崩壊として分類した結果を図 2.1 に示す 
 
図 2.1 斜面崩壊分類結果 
 
 
  
 
表層崩壊
深層崩壊
岩盤崩壊
山の表面を覆っている土壌の部分だけが崩
れ落ちる現象
土壌の下の岩盤まで崩れ落ちる現象
岩盤からなる急崖斜面が崩落，滑動，転倒，
座屈の形態をとって急速に崩壊する現象
斜面崩壊
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岩盤崩壊に対する厳密な定義はないが，本研究では土木学会（1999）「岩盤からなる
急崖斜面が崩落，滑動，転倒，座屈の形態をとって急速に崩壊する現象」の分類を参考
にして，崩壊形態が「崩落」「滑動」を斜面崩壊として分類し，他の崩壊形態は斜面崩
壊の分類から除した． 
 土石流は主に降雨によって発生する頻度が多く，土砂や岩石が水分を含んだ状態で流
れることを意味している．崩壊形態が「流れる」となるため斜面崩壊の分類から除外し
た． 
「地すべり」は土砂崩壊の移動速度が「斜面崩壊」と大きく異なるなど，様々な要因が
存在するため，斜面崩壊と区別されている．表 2.1に地すべりと斜面崩壊の違いを示す．
本研究では斜面崩壊の分類から除外した． 
 
表 2.1 地すべりと斜面崩壊の違い 
 
地すべり 斜面崩壊 
地質 特定の地質または地質構造の所に多く発
生する． 
地質との関係は少ない． 
土質 主として粘性土をすべり面として滑動する． 砂質土（マサ，ヨナ，シラスな
ど）のなかでも多く起こる． 
地形 5°～20°の緩傾斜地に多く発生する．地す
べりに特有の地形を示すことが多い． 
20°以上の急傾斜地の 0 次
谷，谷頭部に多く発生する． 
活動状況 継続性，再発性，時間依存性大． 突発性があり，時間依存性
少． 
移動速度 0.01mm/day～10mm/day のものが多く，一
般に速度は小さい． 
10mm/day 以上で速度はき
わめて大きい． 
土塊 土塊の乱れは少なく，原型を保ちつつ動く
場合が多い． 
土塊はかく乱される． 
誘因 地下水による影響が大きい． 降雨，とくに降雨強度に影響
される． 
規模 1～100ha で大規模なものもある． 面積的規模が小さい． 
徴候 大きく変動する前に亀裂の発生，陥没，隆
起，地下水の変動などの徴候が生ずる． 
発生前の徴候がなく，突発的
に滑落してしまう． 
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2.2 既往の斜面崩壊危険度評価手法 
 
 既往の斜面崩壊危険度評価手法には，急傾斜地崩壊危険箇所（傾斜度 30 度以上，高
さ 5ｍ以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を及ぼすおそれのある急傾斜地及びその
近接地）のうち高さや勾配等，斜面の諸元をまとめた診断表と気象庁震度階級を関連付
けて，地震時の相対的な斜面危険度を算定する方法が多くの自治体で採用されている．
表 2.2 に斜面の諸元をまとめた診断表である，急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準
表を示す．表 2.2 は本来，社団法人日本道路協会道路対策委員会（1986）が道路斜面点
検の手法として開発したものであり，改良を加えて急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定
基準表として使用されるようになった．各項目の点数は，それぞれの判断基準を参考に
現地調査が行われ，作業期間・労力・経費なども考慮した簡便な点数制が採用されてい
る．各項目の合計点数は基準要素点と呼ばれており，基準要素点が高いほど斜面の危険
度が高いことを示している． 
 
表 2.2 急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準 
 
 
 
 
統計的手法
データ項目 点数
10
8
7
3
7
4
1
7
4
0
10
7
6
5
4
4
4
1
0
3
0
2
0
5
3
0
・崩壊履歴
オーバーハングなし
・傾斜度
・地表の状況
・表土の厚さ
・湧水
新しい崩壊地がある
古い崩壊地がある
崩壊地は認められない
風化・亀裂が発達していない岩
0.5m以上
0.5m未満
有
無
45°≦α ＜59°
α ＜45°
構造物のあるオーバーハング
風化・亀裂が発達した岩
礫混じり土、砂質土
亀裂が発達・開口しており転石・浮石が点在する
大項目
①斜面高（H)m
②斜面勾配（α ）
④斜面の地盤
⑤表土の厚さ
⑥湧水
50≦H
30≦H＜50
10≦H＜30
H＜10
59°≦α
小項目
・斜面の高さ
切土法面に玉石が多い
③オーバーハング ・横断形状
構造物のないオーバーハング
風化変質した岩
土砂
亀裂の発達した岩
⑦落石・崩壊頻度
粘質土
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表 2.2 は元来，降雨による斜面危険度を評価するものであった．この基準要素点と気
象庁震度階級から，地震時の相対的な斜面危険度を示したものが表 2.3 である．表 2.3
の地震時斜面崩壊の斜面危険度は斜面崩壊確率を示しており，中央防災会議によると，
1978 年宮城県沖地震の実績をもとに，A は 95％，B は 10％，C は 0％で設定されてい
る．表 2.3 と表 2.4 のように，自治体によっては，震度項目の分類が異なっているもの
もあり，計測震度と斜面危険度の関係が曖昧である．そのため高精度で地震時斜面崩壊
の斜面危険度を評価できるかどうかは疑問が残る． 
 
 
表 2.3 地震時斜面崩壊の斜面危険度（中央防災会議） 
 
 
 
 
 
 
表 2.4 地震時斜面崩壊の斜面危険度（埼玉県） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
震度/基準要素点 13点以下 14～23 24点以上
6強～7 A A A
6弱 B A A
5強 C B A
5弱 C C B
4 C C C
震度/基準要素点13点以下 14～23 24点以上
6 B A A
5 C B A
4 C C B
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個々の斜面に対して現地調査を行い，表 2.2 を使用して斜面の危険度を点数で評価す
るものは統計的手法と呼ばれている．一方で，「現地調査が必要なデータ」がない場所
では，DEM（数値標高データ）などの一般的に入手可能なデータを用いて，地形量演算
して斜面を評価するものは工学的手法と呼ばれている．表 2.5 に，損害保険料率算出機
構（2012）による斜面崩壊の斜面危険度判定表の基準を示した．全国的に利用可能なデ
ータから把握可能な①斜面高，②斜面勾配，④斜面の地盤の 3 項目に点数が振り分けら
れている．斜面高・斜面勾配は DEM から算出，斜面の地盤は土地分類メッシュから推
定可能である．本研究では，急傾斜地崩壊危険箇所だけではなく，どの斜面でも評価可
能な DEM や表層地質図を利用して，①斜面高，②斜面勾配，④斜面の地盤を求め，損
害保険料率算出機構（2012）による基準で各項目の点数を合計して，基準要素点を算出
した． 
 
 
表 2.5 損害保険料算出機構（2012）による斜面の危険度判定基準表 
 
 
 
 
 
統計的手法 本研究
データ項目
10 10
8 8
7 7
3 3
7 7
4 4
1 1
7 -
4 -
0 -
10 -
7 -
6 -
5 5
4 -
4 -
4 4
1 1
0 -
3 -
0 -
2 -
0 -
5 -
3 -
0 -
⑦落石・崩壊頻度 ・崩壊履歴
新しい崩壊地がある
古い崩壊地がある
崩壊地は認められない
③オーバーハング ・横断形状
構造物のないオーバーハング
構造物のあるオーバーハング
オーバーハングなし
④斜面の地盤 ・地表の状況
亀裂が発達・開口しており転石・浮石が点在する
切土法面に玉石が多い
風化・亀裂が発達した岩
礫混じり土、砂質土
風化変質した岩
亀裂の発達した岩
土砂
粘質土
風化・亀裂が発達していない岩
点数
⑤表土の厚さ ・表土の厚さ
0.5m以上
0.5m未満
⑥湧水 ・湧水
有
無
大項目 小項目
①斜面高（H)m ・斜面の高さ
50≦H
30≦H＜50
10≦H＜30
H＜10
②斜面勾配（α ） ・傾斜度
59°≦α
45°≦α ＜59°
α ＜45°
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第 3章 実被害に基づく斜面崩壊の発生と計測震度の見直し 
 
3.1 地震時斜面崩壊地の特定 
 本研究では，文献調査から地震による斜面崩壊地を正確に調べ，斜面崩壊地点の計測
震度を推定し，計測震度と斜面危険度の関係を見直した． 
本研究の対象地震は新潟県中越地震，新潟県中越沖地震，岩手・宮城内陸地震，東北
地方太平洋沖地震，熊本地震で，斜面崩壊地計 50 地点の文献調査を行った． 
 地震時斜面崩壊地の特定には，地震による斜面災害報告書などの文献調査，Google が
インターネットを通して提供している地図（Google Earth）を利用した． 
 第 2 章，2.1 の斜面崩壊分類結果を参考に，「表層崩壊」「深層崩壊」「岩盤崩壊」が発
生した斜面崩壊地の調査を行った．次に，に加え正確な被害場所を知るために，調査を
行った場所に対して Google Earth を活用し，衛星写真および Google ストリートビュー
から斜面崩壊地の緯度・経度を確認した．図 3.2 に岩手・宮城内陸地震による斜面崩壊
地を調査した手順を示した． 
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平成 20 年岩手・宮城内陸地震による地盤災害の現地調査報告より引用 
 
 
写真（左）Google Earth 衛星写真 写真（右）ストリートビュー 
 
図 3.2 文献調査の手順 
 
 
 
地震名：岩手・宮城内陸地震（2008 年） 
斜面崩壊地：岩手県一関市厳美町（国道 342 号線昇仙橋付近） 
1.「斜面崩壊」に分類される，斜面崩壊地の特定 
2.Google Earth 衛星写真とストリートビューから，文献調査を行った斜面崩壊地と緯
度・経度の確認作業 
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3.2 斜面崩壊地の計測震度導出方法 
 
 まず，斜面崩壊地と，その近傍観測点の地盤増幅率の比を利用して，斜面崩壊地の地
表最大速度を求めた．式（3.1）は斜面崩壊地の地表最大速度を求める式である． 
 
PGVhigai = (
Ahigai
Aknet
) ∗ PGV_knet                  (3.1) 
PGVhigai:近傍の K-NET または KiK-net 観測点の地表最大速度 
Ahigai:斜面崩壊地の地盤増幅率 
AK-NET:K-NET または KiK-net 観測点の地盤増幅率 
 
 地盤増幅率は工学的基盤（Vs=400m/s）から地表に至る最大速度の増幅率を表してお
り，計測震度の比ではないため地表最大速度に地盤増幅率の比を掛け合わせた．地表最
大速度から地表計測震度への変換は藤本・翠川（2006）が示している式（3.2）を用いた．  
 
I＝2.286 + 2.088 log10(𝑃𝐺𝑉)                 (3.2) 
 
PGV:地表最大速度 （4.0≦I≦7.0） 
 
 推定計測震度を求めるために必要な，近傍の K-NET または KiK-net 観測点の計測震
度 ，Ahigai ，AK-NETの算出手順を以下に述べる． 
 
・近傍の K-NET または KiK-net 観測点の地表最大速度 
 斜面崩壊地近傍観測点の計測震度から式（3.2）によって地表最大速度を求める，計測
震度は国立研究開発法人防災科学技術研究所が整備している強震観測網（K-NET，KiK-
net）の公表値を使用した．斜面崩壊地近傍には複数の地震観測点が存在している場合
は，2 点間の距離を算出して最近傍の地震観測点を選択した．斜面崩壊場所と地震観測
点の距離計算には，国土地理院測量計算（距離と方位角の計算）ソフトを利用し，文献
調査で確認した斜面崩壊地の緯度・経度と，地震観測点の緯度・経度から距離を求めた． 
 岩手・宮城内陸地震によって,宮城県栗原市で発生した斜面崩壊を例として，2 点間の
距離計算および近傍の地震観測点情報を図 3.3，表 3.1，表 3.2 に示した． 
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図 3.3 斜面崩壊地と地震観測点位置（Google Earth） 
 
表 3.1 斜面崩壊地と地震観測点の距離 
 
 
 
 
表 3.2 地震観測点情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
宮城県栗原市 
斜面崩壊地 観測点名 2点間距離（km）
KiK-NET　鳴子 11.5
K-net 鳴子 12
栗原市花山本沢小川原
緑目印：斜面崩壊地 
黄目印：地震観測点 
記録開始日 時刻 計測震度 緯度 経度 観測点名
KiK-net　鳴子 2008/6/14 8:43:51 5.0 38.8587 140.6513 MYGH02　鳴子
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・斜面崩壊地と K-NET または KiK-net 観測点の地盤増幅率（Ahigai ，AK-NET） 
 地盤増幅率は，国立研究開発法人防災科学技術研究所の地震ハザードステーション
（J-SHIS）の公表値を使用した．文献調査によって確認した斜面崩壊地の緯度・経度を，
J-SHIS map 上の緯度・経度に最も近い 250m メッシュの地盤増幅率を Ahigaiとして使用
した．AK-NETは同様にして，斜面崩壊地近傍地震観測点の緯度・経度を J-SHIS map 上
の緯度・経度に最も近い地盤増幅率とした． 
 
 図 3.4 に，研究対象の全地震における，斜面崩壊地の推定計測震度と，近傍観測点の
計測震度との比較を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 斜面崩壊地の計測震度と近傍観測点の計測震度（全地震） 
 
 地盤増幅率を利用して斜面崩壊地の計測震度を推定する方法は，斜面崩壊地近傍観測
点公表値の計測震度よりも比較的小さくなる傾向を示した．地震毎の比較は図 3.5～図
3.8 に示した． 
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図 3.5 推定計測震度と計測震度による比較（岩手・宮城内陸地震） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.6 推定計測震度と計測震度による比較（東北地方太平洋沖地震） 
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図 3.7 推定計測震度と計測震度による比較（熊本地震） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.8 推定計測震度と計測震度による比較（新潟県中越地震・新潟県中越沖地震） 
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3.3 数値データによる地形量演算 
 一般に入手可能なデータを利用して，①斜面高，②斜面勾配，の 2 項目については地
形量演算を行い，④斜面の地盤については表層地質図から推定した．①斜面高，②斜面
勾配の算出には，国土地理院の基盤地図情報（数値標高モデル）のうち，10ｍメッシュ
（標高）データを使用した．一般に入手可能な 5ｍメッシュ（標高）データは全国整備
がされていないので，全国整備されており，最も高密度な 10ｍメッシュ（標高）データ
を利用した．④斜面の地盤の推定には，国土交通省の国土調査による 20 万分の 1 表層
地質図を使用した．3.2 で計測震度を推定した全斜面崩壊地での，①斜面高，②斜面勾
配，④斜面の地盤を算出した． 
 
①斜面高，②斜面勾配の地形量演算と④斜面の地盤を推定する手順を以下に述べる． 
 
①斜面高 
 斜面崩壊地内の標高最高値から標高最低値を減ずることにより斜面高を算出する．斜
面高は比高とも呼ばれ，任意点の標高差と定義づけられている．図 3.9 に斜面高算出方
法の模式図を示した．本研究では，斜面崩壊地内で 2×2（20ｍ×20ｍ）メッシュを抽出
し，Google Earth 上で確認した緯度・経度を中心点として，9 点の標高値を読み取り A，
B，C，D の斜面高を算出した．A，B，C，D の区画で，斜面高の最大値を評価に使用し
た．斜面規模の大きさに応じてメッシュの大きさを変更する必要がある可能性が高いが，
本研究では 2×2（20ｍ×20ｍ）メッシュで統一して斜面高を計算した．なお，標高値の
読み取りには，株式会社 ESRI ジャパンの ArcGIS を使用した． 
 
 
図 3.9 2×2 メッシュの斜面高算出方法 
 
 
 
 
 
A B
C D
●：標高値
A～D：算出する斜面高
斜面高＝（標高最大値）－（標高最低値）
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②斜面勾配 
 損害保険料率算出機構（2012）では，ArcGIS で数値標高モデル（DEM）から地形解
析を行うことで，斜面勾配の算出を行っているが，メッシュ単位の斜面勾配であるため，
個別の斜面での，斜面勾配は明瞭ではない．そこで，本件研究では，斜面勾配の算出に
は野上道男（1999）が示している，注目点の周囲 8 点の標高値を用いて斜面勾配を求め
る式（3.3）を採用した． 
 
s(n,m) = tan−1√(
𝜕ℎ
𝜕𝑥
)2 + (
𝜕ℎ
𝜕𝑦
)2      （3.3） 
 
∂h
∂x
=
(∑ {ℎ(𝑛,𝑚 + 1) − ℎ(𝑛,𝑚 − 1)})/3𝑛+1𝑛−1
2𝑑𝑥
 
 
 
∂h
∂y
=
(∑ {ℎ(𝑛 + 1,𝑚) − ℎ(𝑛 − 1,𝑚)})/3𝑚+1𝑚−1
2𝑑𝑦
 
 
ｓ(n,m)：任意点の斜面勾配 h(n,m):任意点の標高 
dx:東西方向の格子点間距離 dy:南北方向の格子点間距離 
 
 斜面危険度判定基準の評価に使用する斜面勾配は，斜面崩壊地内で算出した斜面勾配
値 9 点の平均値を使用した． 
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④斜面の地盤 
 損害保険料算出機構（2012）では，岩石の風化過程を考慮し，表層地質分類から 3 区
分（礫質土，砂質土，粘性土）にまとめている．本研究では，損害保険料算出機構（2012）
による分類を利用して，礫質土を「礫混じり土砂」，砂質土を「土砂」，粘性土を「粘質
土」に対応させることで地盤区分による判定項目を設定した．表 3.3 は表層地質分類か
ら土質 3 区分に分類するものである． 
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表 3.3 土質 3区分分類表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コード 区分1 区分2
10 未固結堆積物 泥，砂，礫各互層 礫質土
11 未固結堆積物 礫 礫質土
12 未固結堆積物 砂 砂質土
13 未固結堆積物 泥 粘性土
14 未固結堆積物 礫，砂 礫質土
15 未固結堆積物 泥，シルト，砂 粘性土
16 未固結堆積物 泥，砂，礫 粘性土
17 未固結堆積物 砂，礫，粘土 砂質土
21 未固結堆積物 粘土 礫質土
22 未固結堆積物 泥炭 礫質土
23 未固結堆積物 砂岩，泥岩互層 礫質土
24 未固結堆積物 粘土 粘性土
25 未固結堆積物 泥炭 粘性土
29 半固結-固結堆積物 砂岩，泥岩互層 砂質土
30 半固結-固結堆積物 砂岩，礫岩 礫質土
31 半固結-固結堆積物 礫岩 礫質土
32 半固結-固結堆積物 砂岩 砂質土
33 半固結-固結堆積物 泥岩 粘性土
34 半固結-固結堆積物 礫岩，砂岩，泥岩 礫質土
35 半固結-固結堆積物 珪岩質岩石 砂質土
36 半固結-固結堆積物 各岩石の互層 礫質土
37 半固結-固結堆積物 輝緑凝灰岩 粘性土
38 半固結-固結堆積物 石灰岩 砂質土
39 半固結-固結堆積物 スコリア 礫質土
40 半固結-固結堆積物 粘板岩 粘性土
41 火山性岩石 火山灰 粘性土
42 火山性岩石 火山砕屑物 粘性土
43 火山性岩石 軽石（浮石流堆積物） 粘性土
44 火山性岩石 シラス 砂質土
45 火山性岩石 ローム 粘性土
48 火山性岩石 火山角礫岩，凝灰角礫岩 礫質土
49 火山性岩石 レイ岩 -
50 火山性岩石 緑色岩類 粘性土
51 火山性岩石 集塊岩及び凝灰角礫岩 礫質土
52 火山性岩石 凝灰岩質岩石 粘性土
53 火山性岩石 流紋岩質岩石 砂質土
54 火山性岩石 安山岩質岩石 粘性土
55 火山性岩石 玄武岩質岩石 粘性土
61 深成岩類 斑岩 砂質土
62 深成岩類 花崗岩質岩石 砂質土
63 深成岩類 ハンレイ岩質岩石 粘性土
64 深成岩類 蛇紋岩質岩石 粘性土
65 深成岩類 角閃岩類 粘性土
66 深成岩類 輝緑岩質岩石 粘性土
67 深成岩類 結晶質石灰岩 砂質土
71 変成岩類 ホルンフェイス 粘性土
72 変成岩類 緑色片岩 粘性土
73 変成岩類 黒色片岩 粘性土
74 変成岩類 片麻岩 粘性土
75 変成岩類 結晶片岩 粘性土
81 圧砕岩類 圧砕岩 粘性土
0 表示のないもの -
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3.4 地形量演算結果 
 
図 3.10，図 3.11 は算出した斜面高，斜面勾配と斜面崩壊があった計測震度の関係を
示した．どちらも，斜面崩壊が発生する下限値付近の計測震度に着目すると，斜面高あ
るいは斜面勾配が大きくなるほど斜面崩壊が発生する計測震度が小さくなる，すなわち
右下がりの相関がみられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10 斜面高と計測震度の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.11 斜面勾配と計測震度の関係 
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図 3.12 に表層地質分類から土質 3 区分に再分類した結果を示した．なお，表 3.3 の分
類項目がない部分は無色で示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
21 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
22 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.12 土質 3 区分分類結果 
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3.5基準要素点と斜面崩壊地の計測震度の関係見直し 
 
 算出した①斜面高，②斜面勾配，④斜面の地盤を，表 2.5 による基準を参考にして，基
準要素点を求めた．表 2.2 による基準要素点は 13 点，24 点を闘値に 3 区分で分類してい
るが，損害保険料開発機構（2012）は斜面崩壊面積率で基準要素点を 3 区分に分類してい
るので，この 3 区分をそのまま利用するのは適切ではない．そのため，本研究では基準要
素点の得点率を利用して，表 2.5 の基準要素点を 3 区分で分類した．その結果を表 3.4 に
示す． 
 
表 3.4 基準要素点 3 区分分類計算 
 基準要素点（総得点） 区分 1 区分 2 区分 3 
表 2.2 41 点 13 点未満 13 点以上
（34.1％） 
24 点以上
（58.5％） 
表 2.5 22 点 8 点未満 8 点以上 13 点以上 
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基準要素点の闘値を 8 点，13 点と設定した結果を利用して，図 3.13 に，基準要素点
と斜面崩壊地の計測震度の関係を示した．斜面高，斜面勾配と同様にして，斜面崩壊
が発生する計測震度の下限値に着目すると，基準要素点が高くなるほど，斜面崩壊が
発生する計測震度が小さくなる右下がりの相関が，斜面高や斜面勾配の時よりも明瞭
である． 
 表 2.3 を参考に斜面崩壊確率 A，B，C を図に反映させると，斜面崩壊が発生確率
0％の C 区分において斜面崩壊が発生していることがわかる．そのため，既往の地震
時斜面崩壊の斜面危険度表は，十分に斜面危険度を評価できるとはいえない．そこ
で，基準要素点の闘値を変更するか，斜面崩壊確率（A,B,C）の境界計測震度を補正す
ることによって斜面危険度を安全に評価できるのではないかと考えた．図 3.14，図
3.15 はそれぞれの基準要素点の闘値を修正した場合，計測震度を補正した場合の結果
である．図 3.14 に示す基準要素点の闘値変更では，斜面崩壊が基準要素点 5 点で複数
発生しているのを考慮して，基準要素点の闘値間隔はそのままで，8 点から 5 点，13
点から 10 点に変更するのが適切であると判断した．図 3.15 に示す斜面崩壊が発生す
る計測震度の補正では，斜面崩壊確率 B と C の境界よりも小さい斜面崩壊地が多いた
め，斜面崩壊確率の境界を下げることで安全側の斜面危険度評価になると考えた．補
正量 0.5 で斜面崩壊確率の境界から減ずると，当てはまりが良くなった． 
 
図 3.13 基準要素点と斜面崩壊地の計測震度 
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図 3.14 基準要素点の闘値補正 
 
図 3.15 計測震度の補正 
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４章 傾斜地でのきめ細かい地盤調査 
 
4.1 地盤調査概要 
 
 斜面崩壊地点の計測震度を正確に推定するには，J-SHIS が公表している 250ｍメッシ
ュよりも，きめ細かいメッシュの地盤増幅率を使用する必要がある．そこで，本研究で
は地震被害があった熊本県益城町の斜面を対象に極小微動アレイを用いて，斜面での適
用性を検討した． 
 微動アレイ探査法は，常時微動の観測を行うことで，地下数 10ｍから数 km のまでの
S 波速度構造を推定可能な手法である．微動アレイ探査法は，人工震源を使用する表面
波探査法と比較すると，騒音が発生しないなどの理由で環境に優しく，また，機材を簡
便に設置可能であるなどの長所が挙げられる． 
本研究では，円の中心に微動計を 1 台，円周上で均等に微動計を 3 台設置する極小微
動アレイ探査法を用いた．極小アレイ探査は，アレイ半径が通常の微動アレイ探査法よ
りも大幅に小さいのが特徴である．傾斜地では都市域と比べて，微動計を設置可能なス
ペースを確保できないことが多いため，狭い範囲で微動計を設置できる極小微動アレイ
探査法を採用した． 
 
4.2 観測方法 
 
観測に使用した機材は微動計 JU410（白山工業製）を使用した．各観測点の情報お
よび観測場所を表 4.1，図 4.1 に観測の様子を示した．今回，微動観測を行った場所は
斜面崩壊が発生している地点で行った．アレイ半径は 0.6ｍとして微動計を設置した． 
 
表 4.1 観測点情報 
観測点名 緯度 経度 傾斜角（°） 観測点間隔 
kumamoto1 32.78531 130.8499 6  
 
10ｍ程度 
 
 
kumamoto2 32.78514 130.8498 7～8 
kumamoto3 32.78507 130.8499 10 
kumamoto4 32.78497 130.8498 11～12 
kumamoto5 32.78474 130.8498 9 
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図 4.1 各観測点の観測風景 
 
kumamoto1 kumamoto2 
kumamoto3 kumamoto4 
kumamoto5 
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4.3 データ解析 
 
 微動観測したデータを解析ソフト BIDO（長，2010）により極小アレイから求められ
る位相速度を SPAC 法および CCA 法により算出した． 
 SPAC（空間自己相関）法は Aki（1957）によって考案された，定常確率過程論に基
づく円形アレイ観測とデータ解析法の応用により Rayleigh 波の位相速度を推定する方
法である．しかし，SPAC 法は観測の際，観測点配置に厳しい制約があり，周辺の地
形や交通状況によっては適切なアレイ配置が困難な場合ある課題が残されている． 
 CCA（Centerless Circular Array method）法は Cho et al.(2004)によって考案された手法
で，SPAC 法などの従来法に比べて長波長帯域まで有効性を発揮するのが特徴であ
る．また，SPAC 法で用いた微動アレイ観測よりも小さいアレイ半径で，SPAC 法と同
等の深さの地下構造を推定する事が理論上可能な手法であるが，まだ適用例は少な
く，本格的な実用化に至っていないのが現状である． 
SPAC 法および CCA 法により算出した Rayleigh 波の位相速度を図 4.2 に示す． 
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 算出した分散曲線は，S 波速度と深さの関係にして S 波速度構造を得るに SPM 法を
用いた． 
分散曲線は横軸を周波数ｆ，縦軸を位相速度 VRで示してあり，これを式（4.1）に
よって波長 L と位相速度 VRの関係に変換する． 
 
L＝
𝑉𝑅
𝑓
        （4.1） 
 
 次に波長 L と位相速度の関係 VRの関係から式（4.2）式（4.3）によって，S 波速度
VSと深さ D の関係に変換する． 
 
D＝aL        （4.2） 
 
𝑉𝑆 =
𝑉𝑅
𝑘
        （4.3） 
a:1/4～1/2（解析では a=0.375 を使用） k:定数 
 
 しかし，SPM 法は分解能が低いために，不連続な構造である層境界の設定には使用
できない．そのため，長ら（2014）を参考にして山法・谷法による，H/V 深度分布か
ら山と谷を速度不連続の点として最終的な S 波速度構造を得た． 
図 4.3 は H/V 深度分布の山と谷を青い四角と三角で読み取った図である．中心図は
谷法による H/V と深さを示したもの，右図は山法による H/V と深さを示したものであ
る．左図は中心図と右図を組み合わせたものが表示されている． 
図 4.4 には各観測点の S 波速度構造を示した．左図が分散曲線，中央図が SPM 法に
よって算出した深さ－S 波速度のグラフが赤線で表示されており，H/V 深度が黄線で
反映されている．青線の点と点の間は S 波速度を一定としてあり，S 波速度を平均す
る事により S 波速度構造を得る事ができる．右図の緑線が S 波速度構造である． 
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地盤の S 波速度構造は，地震時の地盤の振動特性（地震動増幅特性，周波数特性）
に支配的な影響を持つ要因の一つである．解析で得られた S 波速度構造を利用して，
観測地点の S 波速度断面図を描いた．図 4.2 の赤線で示した部分が観測地点の S 波速
度構造断面図の側線である．図 4.3 には観測地点の S 波速度構造断面図を示した．本
研究で観測を行った地点は，逆三角の小さな黒色で示した．S 波速度が 250m 以内で広
く分布しているため，観測地点は軟らかい地層が堆積していると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2 観測地点の側線 
 
 
 
 
 
 
 
k1：kumamoto1  k2：kumamoto2  k3：kumamoto3 k4：kumamoto4 k5：kumamoto5 
図 4.3 観測地点の S 波速度断面図 
 
 
k1 
k3 
k2 
k4 
k5 
S 波速度（m/s） 
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標
高
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m
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4.4 J-SHISの地盤増幅率との比較 
 
 解析結果の S 波速度構造から，AVS30（深さ 30ｍまでの平均 S 波速度）を利用して
地盤増幅率を求め，J-SHIS が公表している 250ｍメッシュの地盤増幅率との比較を行
った．AVS30 から地盤増幅率を算出する式を，式（4.4）に示す．この式は S 波速度が
600ｍ/s の基盤での最大速度を基準としている．しかし，J-SHIS では S 波速度が 400ｍ
/s を基準としているため，本研究では，J-SHIS の基準に合わせるために，式（4.5）に
よる変換を行った． 
 
logARV = −0.852 ∗ log (
𝐴𝑉𝑆30
600
) = 2.367 − 0.852 ∗ log⁡(AVS30)   （4.4） 
ARV:S 波速度 600ｍ/s の基盤での最大速度に対する表層地盤の最大速度の増幅率 
AVS30：表層 30ｍまでの平均 S 波速度[ｍ/s] 
 
logARV = −0.852 ∗ log (
𝐴𝑉𝑆30
400
) = 2.217 − 0.852 ∗ log⁡(AVS30)   （4.5） 
ARV:S 波速度 400ｍ/s の基盤での最大速度に対する表層地盤の最大速度の増幅率 
AVS30：表層 30ｍまでの平均 S 波速度[ｍ/s]  
 
ただし，400[ｍ/s]＜AVS30＜1500[ｍ/s] 
 
式（4.1）と式（4.2）を利用して，観測地点の地盤増幅率算出を行った結果を表 4.2 に
示す． 
表 4.2 観測地点の地盤増幅率算出結果 
観測点名 kumamoto1 kumamoto2 kumamoto3 kumamoto4 kumamoto5 
AVS30 442 424 355 291 342 
logARV -0.0369 -0.0215 － － － 
地盤増幅率 0.96 0.98 － － － 
観測地点 J-SHIS の地盤増幅率（250ｍメッシュ）：1.29 
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 400[ｍ/s]＜AVS30＜1500[ｍ/s]の条件より，観測点 kumamoto1 および kumamoto2 の地
盤増幅率を求めた．観測地点で J-SHIS の 250m メッシュの地盤増幅率と比較すると，
小さい値を示した．地盤増幅率は値が大きくなるほど，地震に対する地盤が弱いことを
示す．観測を行った地点は，斜面崩壊が発生した際の部分であり，比較的堅固な地盤で
観測を行ったため，地盤増幅率の値が小さくなったと考えられる．観測点ごとに細かく
地盤増幅率を算出すると，250m メッシュの地盤増幅率と大きく異なる結果となった．
つまり，斜面崩壊の危険度を正確に評価するには，きめ細かく微動観測を行い，地盤増
幅率を算出することが重要であるといえる．  
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4.5 観測地点における斜面崩壊の斜面危険度 
 
 4.4 で算出した地盤増幅率と J-SHIS が公表している地盤増幅率を使用して，観測地点
での計測震度の推定を行い，数値標高モデル（DEM）や表層地質図を利用して斜面の特
性を調べ，地震時斜面崩壊の斜面危険度を算出した．その結果を表 4.3 に示した．なお，
斜面崩壊は熊本地震（2016 月 4 月 14 日）によって発生したものとした． 
 
 
表 4.3 観測地点における斜面崩壊の斜面危険度 
観測点名 近傍の計測震度
（KiK-net 益城） 
斜面被害の計測震度 基準要
素点 
地震時斜面崩壊
の斜面崩壊危険
度 
kumamoto1 6.5 6.2(微動観測） 5 A 
6.5（J-SHIS） 5 A 
kumamoto2 6.5 6.2（微動観測） 5 A 
6.5（J-SHIS） 5 A 
 
  観測地点の計測震度を推定して，地震時斜面崩壊の斜面崩壊危険度を評価したが，
kumamoto1 および kumamoto2 の結果の変動は生じなかった．斜面の基準要素点は低い
が，斜面被害の計測震度の値が 6 強と非常に大きいため，斜面の特性に関わらず，斜面
崩壊確率の斜面危険度が高い結果となった． 
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第 5章 結論 
 
 本研究では，地震による斜面崩壊が発生した場所の文献調査を行うとともに，地盤増
幅率の比を利用して斜面崩壊地の計測震度推定を行った．また，一般に入手可能な DEM
や表層地質図を利用して，地形量演算を行い斜面の特性を調べた． 
 地盤増幅率の比を利用して，斜面崩壊地の計測震度を推定した結果，斜面崩壊地の計
測震度は近傍計測震度よりもやや小さくなる傾向を示した． 
 基準要素点と斜面崩壊が発生する計測震度は，計測震度の下限値付近で，基準要素点
が大きくなるほど計測震度が小さくなる相関がみられた．また，既往の地震時斜面崩壊
の斜面危険度基準では，斜面崩壊が発生しない区分で斜面崩壊が発生していたことが明
らかになり，従来の手法では，斜面の危険度を適切に評価できていないことが判明した． 
 熊本県益城町で極小微動アレイ観測を行い，位相速度解析を行って地盤増幅率を算出
した．その結果 J-SHIS が公表している地盤増幅率とは大きく異なる結果となった．斜
面崩壊の危険度評価を正確に行うには，きめ細かい微動観測を行い，地盤増幅率を算出
することが重要であることを示した． 
 今後は，個々の斜面に対して統計的手法による斜面の危険度判定基準と，計測震度の
関係を検討したい．斜面高は斜面崩壊地の大きさに応じて抽出するメッシュを変更する
必要がある可能性が高いため，熊本県阿蘇郡南阿蘇村立野地区で発生した大規模斜面崩
壊などは地形量演算結果が異なる可能性があるのが今後の課題である． 
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